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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第160期 

第３四半期 
連結累計期間 

第161期 
第３四半期 
連結累計期間 

第160期 

会計期間 
自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日 

自 平成30年４月１日 
至 平成30年12月31日 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

売上高 (百万円) 28,154 26,822 38,693 

経常利益 (百万円) 3,582 2,386 4,169 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
(百万円) 2,405 1,702 2,862 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,068 1,029 3,509 

純資産額 (百万円) 37,432 36,428 35,869 

総資産額 (百万円) 57,248 56,412 54,737 

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 304.46 215.45 362.29 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
(円) － － － 

自己資本比率 (％) 60.4 59.6 60.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 5,053 2,717 4,215 

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △334 △1,446 △960 

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,549 1,278 △3,210 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
(百万円) 9,896 9,167 6,583 

 

回次
第160期

第３四半期
連結会計期間

第161期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 97.18 89.66 

（注１）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。

（注２）売上高には、消費税等は含まれておりません。

（注３）四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、

四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

（注４）潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

（注５）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を 

第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る 

主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

なお、第２四半期連結会計期間より、HODOGAYA CHEMICAL EUROPE GmbHを新たに設立したため、 

連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における各国経済の動向について見てみますと、 

まず、米国経済は、設備投資の緩やかな回復と、雇用・所得環境の改善を背景に、景気は堅調に推移しました。 

欧州経済は、雇用情勢の改善を背景に個人消費が底堅く推移した一方、 

新燃費規制への対応の遅れによる自動車生産の落ち込み等が影響し、景気は減速傾向となりました。 

中国経済は、インフラ投資の減速や、米中貿易摩擦を背景とした輸出の鈍化により、 

景気は減速傾向となりました。 

その中、わが国経済は、堅調な企業収益や、雇用・所得環境の改善を背景に、 

景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

しかしながら、足もとでは、中国の環境規制強化により原料価格が上昇し、 

また、OPECの協調減産の継続により高止まりしていた原油・ナフサ価格は、 

一旦、下落基調となったものの、再び、上昇傾向に転じています。 

さらに、今後につきましては、米中の貿易摩擦をきっかけとする世界経済の停滞懸念や為替変動のリスク、 

英国のEU離脱問題など、先行きが不透明な状況となっております。 
 

このような情勢下、当第３四半期連結累計期間の売上高は、 

前年同期比13億32百万円減（4.7%減）の268億22百万円になりました。 

損益面では、売上高の減少等により、 

営業利益は、前年同期比8億61百万円減（28.8%減）の21億31百万円となりました。 

また、経常利益は、前年同期比11億95百万円減（33.4%減）の23億86百万円、 

親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比7億3百万円減（29.2%減）の17億2百万円となりました。 
 

当第３四半期連結累計期間の各セグメントの概況は次のとおりであります。

 

〔機能性色素セグメント〕

有機EL材料事業は、ディスプレイ分野での需要の減少と競争激化により、減収となりました。 

イメージング材料事業は、プリンター向け材料の需要低迷が続いており、大幅な減収となりました。 

色素材料事業は、デジタル家電向けアルミ着色用染料が引き続き堅調に推移し、前年同期並みとなりました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期比4億23百万円減（4.8%減）の83億46百万円となりました。 

 

〔機能性樹脂セグメント〕

樹脂材料事業は、ウレタン原料やタイヤ用途向けの材料が堅調に推移し、前年同期並みとなりました。 

建築材料事業も、ウレタンの材料販売事業が堅調に推移し、前年同期並みとなりました。 

特殊化学品事業は、医薬向けが競争激化で減少したものの、樹脂関連向け等の需要が増加し、 

前年同期並みとなりました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期比28百万円減（0.3%減）の90億71百万円となりました。 

 

〔基礎化学品セグメント〕 

過酸化水素は、紙パルプ、および環境分野向け等の需要が減少し、減収となりました。 

過酸化水素誘導品は、輸出向けの需要が減少し、減収となりました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期比2億43百万円減（4.5%減）の51億40百万円となりました。 

 

〔アグロサイエンスセグメント〕

家庭園芸向け除草剤等は、引き続き堅調に推移し、前年同期並みとなりました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期比49百万円増（2.0%増）の25億88百万円となりました。 

 

〔物流関連セグメント〕

輸出の取り扱い量や、倉庫保管量の減少により、大幅な減収となりました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期比6億98百万円減（31.2%減）の15億38百万円となりました。 
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（２）財政状態の状況 

当第３四半期連結会計期間末(12月末)における資産合計は、564億12百万円となり、

前連結会計年度末(３月末)比16億74百万円の増加となりました。

主な増減要因は、現金及び預金の増加25億83百万円、商品及び製品の増加9億93百万円、

原材料及び貯蔵品の増加5億95百万円、投資有価証券の減少12億36百万円、

受取手形及び売掛金の減少19億82百万円等であります。

負債合計は、199億84百万円となり、前連結会計年度末比11億16百万円の増加となりました。

主な増減要因は、短期・長期借入金の増加15億29百万円、繰延税金負債の減少3億23百万円等であります。

純資産合計は、364億28百万円となり、前連結会計年度末比5億58百万円の増加となりました。

主な増減要因は、利益剰余金の増加13億7百万円、その他有価証券評価差額金の減少8億82百万円等であります。

以上の結果、自己資本比率は59.6％となり、前連結会計年度末の60.8％から1.2ポイント減少しました。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を 

第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及修正後の前連結会計年度末の 

数値で比較を行っております。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物は91億67百万円となり、 

前連結会計年度末に比べ、25億84百万円増加いたしました。（前年同期比7億28百万円減）

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益23億72百万円、

売上債権の減少20億1百万円、減価償却費10億10百万円、たな卸資産の増加16億22百万円等により、

27億17百万円の収入となりました。（前年同期は50億53百万円の収入）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の取得による支出14億12百万円等により、

14億46百万円の支出となりました。（前年同期は3億34百万円の支出）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入25億20百万円、

長期借入金の返済による支出9億70百万円等により、

12億78百万円の収入となりました。（前年同期は15億49百万円の支出） 

 

（４）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
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（５）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、

その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

（株式会社の支配に関する基本方針）

 

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社グループの特長は、機能性色素・機能性樹脂・基礎化学品・アグロサイエンス・物流関連等の各分野で、 

それぞれのグループ会社が、高いスペシャリティを持っていることです。 

その中で、当社のグループ会社は、それぞれの研究開発・生産・販売部門が三位一体となり、 

お客様の多種多様なご要望に対応して、独自の技術力やネットワークを活かしながら、 

常に、高品質の製品やサービスを提供しております。 

そして、そのことが、当社グループ全体としての高い評価につながり、 

お客様との強い信頼関係を築いております。 

こうしたグループパワーを、さらに高めるために、 

今後も、コスト競争力・収益力・リスク抵抗力に対し優位性を持った、当社グループを構築してまいります。 

 

成長事業・育成事業では、経営資源を傾斜配分し、事業の一層の強化・拡大を図ってまいります。 

また、有機合成を核とする得意技術とノウハウを、一層、応用展開していくことで、 

グループ全体の高機能・高付加価値化を進め、お客様に、よりご満足いただける製品・サービスの提供を、 

実現してまいります。 

 

このように、各事業分野の専門技術に特化したグループ会社での、シナジー効果の発揮に加え、 

得意技術・ノウハウの応用展開により、高機能・高付加価値創出型の企業グループを目指すことが、 

当社並びに株主の皆様との共同の利益、及び当社の企業価値の向上に資するものと、考えております。 

 

したがって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、 

かかる当社の企業理念及び企業価値の源泉を充分に理解した上で、 

当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目指すものでなければならないと、 

考えております。 

 

② 基本方針の実現に資する取組み 

 

中期経営計画“HONKI 2020”に掲げた諸施策を実施することにより、 

株主・顧客・地域社会・従業員等、全てのステークホルダーのご期待に沿うよう、 

全社一丸となって取り組んでまいります。 
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを 

  防止するための取組み 

 

当社は、第159期定時株主総会で、当社の株券等の大規模買付行為に関する対応策

（以下、「本対応策」といいます。）の継続の件につき、株主の皆様からご承認をいただきました。

 

本対応策では、当社の株券等の大規模買付を行おうとする者は、 

1)事前に取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、 

2)取締役会が当該情報を検討するために必要な一定の評価期間が経過した後にのみ大規模買付行為を開始する、 

という大規模買付のルールを提示しております。 

 

なお、当社は、上記・大規模買付ルールについて、平成30年５月11日の取締役会にて、

1)大規模買付者からの情報提供期間につき60日を上限とする期限を設け、また、

2)独立委員会から、株主総会の招集を勧告された場合には、速やかに株主総会に付議すること

と変更いたしました。その他の点については、変更しておりません。

 

すなわち、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守していないと取締役会が判断する場合には、 

取締役会は、大規模買付ルールが遵守されたか否かについて独立委員会に諮問します。 

大規模買付ルールが遵守されておらず、対抗措置を発動すべきであると独立委員会が勧告する場合には、 

取締役会はその勧告を最大限尊重して対抗措置の発動を決定することがあります。 

 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合には、原則として、 

当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動することはありません。 

ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合であっても、当該大規模買付行為が、 

当社の企業価値、ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる場合には、 

独立委員会に対して諮問し、その勧告を最大限尊重した上で、取締役会は、当社の企業価値、 

ひいては株主の皆様の共同の利益を確保することを目的として、対抗措置の発動を決定することがあります。 

本対応策に基づき発動する対抗措置は、原則として、新株予約権の無償割当てとしますが、 

当該対抗措置の仕組み上、大規模買付者以外の株主の皆様が、法的権利又は経済的側面において、 

格別の損失又は不測の損害を被るような事態が生じることは想定しておりません。 

 

④ 上記③の取組みに対する取締役会の判断及びその理由 

 

本対応策は、株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させることを目的として導入するものであり、 

当社の株券等に対する大規模買付行為がなされた際に、 

株主の皆様が、必要かつ十分な情報及び一定の検討期間を確保することによって、 

当該大規模買付行為の提案に応じるか否かをご判断できる仕組みとなっております。 

本対応策の有効期間は、平成32年６月に開催予定の当社第162期定時株主総会の終結時までとしており、 

その後も継続する場合は、 

定時株主総会において株主の皆様にその可否を判断していただくことになっております。 

さらに、有効期間の満了前であっても、株主総会又は株主総会において選任された取締役により 

構成される取締役会において、本対応策を変更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、当該決議に従い、 

本対応策は変更又は廃止されることから、株主の皆様の意思が反映される内容となっております。 

対抗措置の発動等に際しては、取締役会は、独立委員会に諮問します。 

独立委員会は、必要に応じて、専門家等の助言を得た上で取締役会に対して勧告を行い、 

取締役会は、かかる独立委員会の勧告について最大限尊重します。 

これにより取締役会の判断の客観性及び合理性が担保されることになります。 

また、大規模買付ルールを遵守して行われる大規模買付行為に対して対抗措置を発動する場合は、 

合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動できないように設定されており、 

取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。 

 

以上のことから、上記③の取組みは、①の基本方針に沿うものであり、 

当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、 

また当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 
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（６）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、20億98百万円であります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,413,726 8,413,726
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株

であります。

計 8,413,726 8,413,726 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 8,413,726 － 11,196 － 7,093

 

 

（５）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の大株主の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日である平成30年９月30日の株主名簿により、記載しております。 

 

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式       512,400
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式     7,834,900 78,349 －

単元未満株式  普通株式        66,426 － －

発行済株式総数 8,413,726 － －

総株主の議決権 － 78,349 －

 
 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

  所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
 自己名義所有
 株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

 所有株式数の合
計（株）

 発行済株式総数に
 対する所有株式数
 の割合（％）

（自己保有株式）

保土谷化学工業㈱

東京都中央区八重洲

二丁目４番１号
512,400 － 512,400 6.09

計 － 512,400 － 512,400 6.09

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を

作成しております。

 

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成30年12月31日まで）及び

第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、

太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,702 9,285 

受取手形及び売掛金 ※２ 12,335 ※２ 10,353 

商品及び製品 3,584 4,577 

仕掛品 416 452 

原材料及び貯蔵品 1,607 2,203 

その他 418 635 

貸倒引当金 △16 △18 

流動資産合計 25,047 27,490 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,932 5,764 

土地 11,493 11,522 

その他（純額） 2,584 3,111 

有形固定資産合計 20,010 20,398 

無形固定資産    

のれん 6 － 

その他 169 157 

無形固定資産合計 175 157 

投資その他の資産    

投資有価証券 8,211 6,975 

長期貸付金 246 254 

繰延税金資産 263 273 

退職給付に係る資産 396 447 

その他 583 612 

貸倒引当金 △197 △197 

投資その他の資産合計 9,503 8,365 

固定資産合計 29,689 28,921 

資産合計 54,737 56,412 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 5,520 ※２ 5,382 

短期借入金 3,412 3,463 

未払法人税等 261 337 

引当金 482 241 

その他 1,748 1,904 

流動負債合計 11,426 11,328 

固定負債    

長期借入金 4,018 5,496 

繰延税金負債 1,526 1,202 

再評価に係る繰延税金負債 1,228 1,228 

引当金 82 82 

退職給付に係る負債 83 93 

資産除去債務 80 80 

その他 422 470 

固定負債合計 7,441 8,655 

負債合計 18,868 19,984 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,196 11,196 

資本剰余金 8,716 8,716 

利益剰余金 8,444 9,751 

自己株式 △1,719 △1,715 

株主資本合計 26,637 27,949 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,737 1,854 

土地再評価差額金 2,783 2,783 

為替換算調整勘定 755 759 

退職給付に係る調整累計額 356 301 

その他の包括利益累計額合計 6,632 5,699 

非支配株主持分 2,599 2,779 

純資産合計 35,869 36,428 

負債純資産合計 54,737 56,412 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

売上高 28,154 26,822 

売上原価 17,837 17,513 

売上総利益 10,317 9,308 

販売費及び一般管理費 7,324 7,176 

営業利益 2,992 2,131 

営業外収益    

受取利息 13 11 

受取配当金 158 185 

為替差益 409 30 

固定資産賃貸料 43 44 

雑収入 145 101 

営業外収益合計 770 373 

営業外費用    

支払利息 63 47 

環境関連整備費 80 61 

雑損失 36 9 

営業外費用合計 180 118 

経常利益 3,582 2,386 

特別利益    

固定資産売却益 12 － 

補助金収入 1 － 

特別利益合計 13 － 

特別損失    

固定資産除却損 5 13 

投資有価証券評価損 0 － 

特別損失合計 5 13 

税金等調整前四半期純利益 3,589 2,372 

法人税等 501 367 

四半期純利益 3,088 2,004 

非支配株主に帰属する四半期純利益 682 302 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,405 1,702 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

四半期純利益 3,088 2,004 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,205 △882 

為替換算調整勘定 △146 △37 

退職給付に係る調整額 △78 △54 

その他の包括利益合計 980 △975 

四半期包括利益 4,068 1,029 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 3,257 769 

非支配株主に係る四半期包括利益 811 259 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,589 2,372 

減価償却費 1,064 1,010 

のれん償却額 6 6 

引当金の増減額（△は減少） △227 △240 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △131 △82 

受取利息及び受取配当金 △172 △197 

支払利息 63 47 

為替差損益（△は益） △389 △37 

有形固定資産売却損益（△は益） △12 － 

固定資産除却損 5 13 

投資有価証券評価損益（△は益） 0 － 

売上債権の増減額（△は増加） 2,158 2,001 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,383 △1,622 

仕入債務の増減額（△は減少） 831 △164 

その他の資産・負債の増減額 144 △251 

未払消費税等の増減額（△は減少） △115 25 

その他 △40 24 

小計 5,390 2,905 

利息及び配当金の受取額 171 196 

利息の支払額 △60 △46 

法人税等の支払額 △496 △390 

法人税等の還付額 49 52 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,053 2,717 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △19 △19 

定期預金の払戻による収入 543 19 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △824 △1,412 

有形及び無形固定資産の売却による収入 24 3 

投資有価証券の取得による支出 △0 △0 

投資有価証券の売却及び償還による収入 51 30 

貸付けによる支出 △29 △29 

貸付金の回収による収入 15 20 

差入保証金の差入による支出 △123 △53 

差入保証金の回収による収入 32 4 

その他 △3 △8 

投資活動によるキャッシュ・フロー △334 △1,446 
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    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △100 △20 

長期借入れによる収入 － 2,520 

長期借入金の返済による支出 △1,130 △970 

配当金の支払額 △277 △216 

非支配株主への配当金の支払額 △6 △11 

自己株式の売却による収入 0 － 

自己株式の取得による支出 △12 △2 

リース債務の返済による支出 △22 △20 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,549 1,278 

現金及び現金同等物に係る換算差額 128 34 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,298 2,584 

現金及び現金同等物の期首残高 6,597 6,583 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 9,896 ※１ 9,167 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第２四半期連結会計期間より、HODOGAYA CHEMICAL EUROPE GmbHを新たに設立したため、 

連結の範囲に含めております。 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を 

第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、 

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務 

連結子会社以外の会社等の借入金について、次のとおり保証を行っております。

取引先 保証内容
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

 共同過酸化水素㈱     銀行借入 200百万円 200百万円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、

次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

 受取手形 51百万円 40百万円

 支払手形 91 87

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成30年４月１日
至  平成30年12月31日）

 現金及び預金勘定 9,947百万円 9,285百万円

 預入期間が３か月を超える定期預金 △50 △118

 現金及び現金同等物 9,896 9,167

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

配当に関する事項

 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月15日

取締役会

（注１）

普通株式 利益剰余金 276 35 平成29年３月31日 平成29年６月29日

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 利益剰余金 197 25 平成29年９月30日 平成29年12月６日

（注１）１株当たり配当額35円には、創立100周年記念配当10円を含んでおります。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

配当に関する事項

 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年５月11日

取締役会
普通株式 利益剰余金 197 25 平成30年３月31日 平成30年６月27日

平成30年10月30日

取締役会
普通株式 利益剰余金 197 25 平成30年９月30日 平成30年12月６日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額 

 
機能性 
色素 

機能性 
樹脂 

基礎 
化学品 

アグロ 
サイエンス 

物流関連 計 

売上高                    

(1)外部顧客に 

  対する売上高 
8,770 9,099 5,383 2,538 2,236 28,028 125 28,154 － 28,154 

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

102 122 71 － 1,050 1,347 84 1,432 △1,432 － 

計 8,872 9,221 5,455 2,538 3,287 29,376 210 29,586 △1,432 28,154 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,567 517 647 △224 493 3,001 △10 2,990 1 2,992 

（注1）各セグメントの主な製品

(1)機能性色素・・・・・トナー用電荷制御剤、有機光導電体材料、有機EL材料、各種染料等

(2)機能性樹脂・・・・・ウレタン原料、接着剤、剥離剤、

   ウレタン系各種建築・土木用材料、防水・止水工事

   医薬・樹脂材料・電子材料用の各種中間体 

(3)基礎化学品・・・・・過酸化水素及び誘導品、その他工業用基礎原料

(4)アグロサイエンス・・除草剤、殺虫剤、酸素供給剤

(5)物流関連・・・・・・倉庫業、貨物運送取扱業 

（注2）「その他」は、報告セグメントに含まれない区分であり、研究受託業務等であります。 

（注3） セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。 

（注4） セグメント利益又は損失（△）の調整額1百万円は、セグメント間取引消去であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額 

 
機能性 
色素 

機能性 
樹脂 

基礎 
化学品 

アグロ 
サイエンス 

物流関連 計 

売上高                    

(1)外部顧客に 

  対する売上高 
8,346 9,071 5,140 2,588 1,538 26,685 136 26,822 － 26,822 

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

101 123 63 － 1,116 1,403 101 1,505 △1,505 － 

計 8,448 9,194 5,203 2,588 2,654 28,088 238 28,327 △1,505 26,822 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,021 452 390 △95 366 2,136 △4 2,132 △1 2,131 

（注1）各セグメントの主な製品

(1)機能性色素・・・・・トナー用電荷制御剤、有機光導電体材料、有機EL材料、各種染料等

(2)機能性樹脂・・・・・ウレタン原料、接着剤、剥離剤、

   ウレタン系各種建築・土木用材料、防水・止水工事

   医薬・樹脂材料・電子材料用の各種中間体 

(3)基礎化学品・・・・・過酸化水素及び誘導品、その他工業用基礎原料

(4)アグロサイエンス・・除草剤、殺虫剤、酸素供給剤

(5)物流関連・・・・・・倉庫業、貨物運送取扱業 

（注2）「その他」は、報告セグメントに含まれない区分であり、研究受託業務等であります。 

（注3） セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。 

（注4） セグメント利益又は損失（△）の調整額△1百万円は、セグメント間取引消去であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

 １株当たり四半期純利益 304円46銭 215円45銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,405 1,702

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
2,405 1,702

普通株式の期中平均株式数（株） 7,901,516 7,901,505

（注１）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

（注２）当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員を対象とした、

株式報酬制度を導入しております。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

第161期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当については、

平成30年10月30日開催の取締役会において、平成30年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 1億97百万円

② １株当たりの金額  25円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月６日

 

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 
 

平成31年２月６日

保土谷化学工業株式会社 

取 締 役 会 御中 

 
太陽有限責任監査法人 

 
 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 田 尻 慶 太  印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤 本 浩 巳  印 

 
 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている保土谷化学工業

株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日か

ら平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 
監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、保土谷化学工業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
 
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

   (注１) 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

          その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

   (注２) XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長 松本祐人 及び当社最高財務責任者である常務執行役員 遠山正史 は、

当社の第161期第３四半期（自 平成30年10月１日 至 平成30年12月31日）の四半期報告書の記載内容が、

金融商品取引法令に基づき、適正に記載されていることを確認いたしました。

 

２【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

 


